
【文教委員会】

（1）審議概観

　第131回国会において文教委員会に付託された法律案は、内閣提出１件（衆

議院継続審査）、衆議院議員提出１件の計２件であり、共に可決された。また、

本委員会付託の請願46種類243件のうち、３種類20件を採択した。

　〔法律案の審査〕

　私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律案は、最近における社会

経済情勢にかんがみ、公的年金制度共通の措置として、厚生年金保険法及び国

家公務員等共済組合法における改正にならい、私立学校教職員共済組合法に基

づく長期給付について、平均標準給与月額を改定する等の給付の改善を図ると

ともに、賞与等を標準として算定する長期給付に係る特別掛金を徴収する等の

措置を講じるほか、国家公務員等共済組合法の準用により60歳以上65歳未満の

者に支給する退職共済年金について段階的に報酬比例部分に相当する給付に移

行させる措置を講じる等所要の改正を行おうとするものである。なお、衆議院

において退職共済年金と雇用保険法による基本手当等との調整の実施時期及び

本法律案の施行日等が修正された。

　本法律案は、10月28日に本委員会に付託された。

　委員会においては、11月１日、私学共済の経理状況、年金改革に対する文部

大臣の所見、遺族共済年金と退職共済年金との併給調整措置、公的年金一元化

への対応、年金満額支給開始年齢の引上げと私学の定年制との関係等の諸問題

について質疑を行った。11月２日、日本共産党を代表して橋本委員が反対の旨

の意見を述べた後、多数をもって原案どおり可決した。なお、２項目の附帯決

議を付した。

　音楽文化の振興のための学習環境の整備等に関する法律案は、音楽文化が明

るく豊かな国民生活の形成並びに国際相互理解及び国際文化交流の促進に大き

く資することにかんがみ、生涯学習の一環としての音楽学習に係る環境の整備

に関する施策の基本等について定めることにより、我が国の音楽文化の振興を

図り、もって世界文化の進歩及び国際平和に寄与しようとするものである。

　本法律案は、11月17日に本委員会に付託され、同日、委員会においては、質



疑もなく、全会一致で可決した。

　〔国政調査等〕

　10月27日、与謝野文部大臣から所信を聴取し、質疑を行った。

　委員会においては、いじめ・不登校の問題、平成７年度の文教予算の充実、

学校図書館における司書教諭の配置の現状、養護教諭の役割、高等学校入学者

選抜制度の改善、国旗・国歌に対する大臣の所見、学校週５日制に関する文部

省の施策、宗教法人法の解釈、小学校校庭での自衛隊の訓練実施が教育に及ぼ

す影響、原爆ドーム世界文化遺産化への見通し等の問題が取り上げられた。

　また、11月１日、児童の権利条約に係る諸問題等について質疑を行った。

　(２)委員会経過

○平成６年10月６日（木）（第１回）

　　理事の補欠選任を行った。

　　教育、文化及び学術に関する調査を行うことを決定した。

○平成６年10月27日（木）（第２回）

　　文教行政の諸施策に関する件について与謝野文部大臣から所信を聴いた後、

　文教予算の充実に関する件、私学助成に関する件、学校週５日制に関する件、

　家庭科教育の充実に関する件、原爆ドームの世界文化遺産登録に関する件、

　学校図書館の司書教諭に関する件、予防接種法及び結核予防法の一部改正に

　伴う学校現場の対応問題に関する件、国旗・国歌に関する件、教科書の検定

　に関する件、宗教法人法の解釈に関する件、小学校校庭での自衛隊の訓練実

　施に関する件等について同大臣、政府委員、厚生省及び防衛庁当局に対し質

　疑を行った。

○平成６年11月１日（火）（第３回）

　　私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律案

　　　　　　　　　　　　　　　　　（第129回国会閣法第48号）（衆議院送付）

　について与謝野文部大臣から趣旨説明を、衆議院における修正部分について

　修正案提出者衆議院議員片岡武司君から説明を聴いた後、与謝野文部大臣、

　政府委員、大蔵省及び厚生省当局に対し質疑を行い、質疑を終局した。



　教育、文化及び学術に関する調査のうち、児童の権利条約等に関する件に

ついて与謝野文部大臣、政府委員、厚生省、法務省及び外務省当局に対し質

疑を行った。

○平成６年11月２日（水）（第４回）　　　

　　私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律案

　　　　　　　　　　　　　　　　　（第129回国会閣法第48号）　（衆議院送付）

　について討論の後、可決した。　　　　　　　　

　　　（第129回国会閣法第48号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　賛成会派　自、社、新緑、公　　　　　　　　　　　　

　　　　反対会派　共

　　なお、附帯決議を行った。

○平成６年11月17日（木）（第５回）

　　音楽文化の振興のための学習環境の整備等に関する法律案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第129回国会衆第13号）（衆議院提出）

　について発議者衆議院議員片岡武司君から趣旨説明を聴いた後、可決した。

　　　（第129回国会衆第13号）

　　賛成会派　自、社、新緑、公、共

　　　　反対会派　なし

○平成６年12月８日（木）（第６回）

　　請願第13号外19件は、採択すべきものにして、内閣に送付するを要するも

　のと審査決定し、第119号外222件を審査した。

　　教育、文化及び学術に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定

　した。

　　閉会中における委員派遣については委員長に一任することに決定した。
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（4）成立議案の要旨・附帯決議

　　　　　私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(第129回国会閣法第48号)

　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、最近における社会経済情勢にかんがみ、私立学校教職員共済組

合法に基づく長期給付について給付の改善を図る等所要の措置を講じようとす

るものであり、その主な内容は次のとおりである。

１　掛金及び給付の算定の基礎となる標準給与の等級を現行８万円から53万円

　までの30等級から、９万2,000円から59万円までの30等級に改めること。

２　準用する国家公務員等共済組合法の改正により、以下の措置を講ずること。

　(1)　60歳以上65歳未満の者に支給する退職共済年金の額は報酬比例部分に相

　　当する額とし、平成13年度から平成25年度にかけて段階的に切り替えるも

　　のとすること。

　(2)

60歳以上の組合員である者の在職中の退職共済年金等の一部支給につい

　　て、賃金の増加に応じて賃金と年金との合計額が増加する仕組みとするこ

　　と。

　(3)雇用保険法による失業給付又は高年齢雇用継続給付を受給している場合

　　には、それぞれ退職共済年金の支給を停止し、又は前記(2)の在職中の年金

　　の一部支給措置に一定の調整を加えること。

　(4)退職共済年金の配偶者に係る加給年金額の引上げや定額部分の単価を引

　　き上げる等給付の改善を図ること。

　(5)障害共済年金の受給権者が障害等級３級以上の障害の状態に該当しなく

　　なって３年間経過した場合であっても、65歳に達するまでは受給権は消滅

　　しないこととし、その間は支給を停止すること。

　(6)遺族共済年金と退職共済年金との併給調整措置を改善すること。

　(7)退職共済年金の加給年金の対象となる子等の年齢要件を改善すること。

　(8)短期在留外国人に対し、脱退一時金を支給すること。

３　育児休業期間中の組合員が申出をしたときは、当該組合員が負担すべき掛

　金を免除すること。



４　長期給付に要する費用に充てるため、新たに賞与等を標準として特別掛金

　を徴収すること。

５　年金額の算定の基礎となる標準給与の月額について再評価を行うこと。

６　その他所要の規定の整備を行うこと。

　なお、衆議院において、施行期日を公布の日に改めるとともに、退職共済年

金と雇用保険法による失業給付等との調整措置の実施時期を平成10年度からと

するほか、標準給与月額の再評価については平成６年10月１日から適用するこ

と等の修正が行われた。

〔附帯決議〕

　政府は、次の事項について検討し、特段の配慮をすべきである。

１　日本私学振興財団及び都道府県からの助成については、私学振興の見地か

　ら、その財源確保に努めること。

２　公的年金の一元化に当たっては、私立学校教育の振興に資するという本制

　度の趣旨、沿革等にも十分配慮し、私立学校教職員の福利厚生の一層の充実

　が図られるよう努めること。

　　右決議する。

　　　　音楽文化の振興のための学習環境の整備等に関する法律案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(第129回国会衆第13号)

　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、生涯学習の一環としての音楽学習に係る環境の整備に関する国

及び地方公共団体の施策の基本等について定めようとするものであり、その主

な内容は次のとおりである。

１　施策の方針

　（1）国及び地方公共団体は、音楽文化の振興のための学習環境の整備を行う

　　に当たっては、国民の間において行われる音楽に関する自発的な活動に協

　　力しつつ、広く国民があらゆる機会とあらゆる場所において自主的にその

　　個性に応じて音楽学習を行うことができるような諸条件の体系的な整備に

　　努めるものとすること。



　(2)　国及び地方公共団体は、音楽文化の振興のための学習環境の整備を行う

　　に当たっては、幼児、少年、高齢者、障害者等に対し、必要な配慮をする

　　ものとすること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　地方公共団体の事業　　　　　　　　　　　　　　　　

　(1)地方公共団体は、地域における音楽文化の振興のため、地域の実情を踏

　　まえ、その自主的な判断により学習環境の整備等の事業を行うよう努める

　　ものとすること。

　(2)地方公共団体は２の(1)の事業を行うに当たっては、我が国の伝統音楽及

　　び地域の特色ある音楽文化並びにこれらに関する音楽学習を振興するよう

　　配慮するものとすること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　(3)国は、地方公共団体が２の(1)の事業を行うに当たっては、必要な助言及

　　び協力を行うよう努めるものとすること。

３　民間団体の行う事業の振興

　　国は、音楽文化及び音楽学習の振興に資する事業を行う民間団体に対し、

照会及び相談に応じ、並びに助言を行うことにより、当該事業の振興に努め

　るものとすること。

４　顕彰

　　国及び地方公共団体は、音楽文化及び音楽学習の振興に寄与した者の顕彰　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　に努めるものとすること。

５　国際音楽の日

　　国際音楽の日(10月１日)を設け、国及び地方公共団体は、その趣旨の普

　及に努めるものとすること。




